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平成 18年 3月期 中間決算について 
   
  ANA ｸﾞﾙｰﾌﾟでは、本日 10月 31日（月）、平成 18年 3月期中間決算の連結業績の概況を取り
まとめました。詳細につきましては、別添の「中間決算短信（連結）」ならびに「個別中間財務諸表

の概要」をご参照ください。 
 
＜連結中間決算＞ 

                                                       単位：億円  （*億円未満は切り捨て） 

 平成 18年 3月期 
中間期 

平成 17年 3月期 
中間期（参考） 差異 

売上高 ６，９０９ ６，５９４ ３１４ 
（うち国内旅客） （３，５４３） （３，３７５） （１６８） 
（うち国際旅客） （１，１５２） （１，１０４） （４７） 

（うち国内・国際貨物） （４０１） （３７０） （３１） 
営業利益 ６９５ ５９７ ９８ 
経常利益 ５９４ ５３１ ６３ 
当期利益 １９７ ２９８ △１０１ 

 
 
１．概況 
今年度上期の国内線は、2004年 12月 1日にﾘﾆｭｰｱﾙした羽田空港の新ﾀｰﾐﾅﾙ効果や愛知万
博（2005年 3月 25日～9月 25日開催）の影響を受け、旅客数は順調に推移致しました。国際線
についても、ﾋﾞｼﾞﾈｽ需要を中心に堅調に推移致しました。引き続き原油価格が高騰する中でも、

着実な費用削減に努め、売上高・営業利益・経常利益は、過去最高を記録いたしました。一方、

今中間期より、減損会計を適用していることから、当期利益については前年を下回る結果となり

ました。 
 
２．国内線事業  
国内線旅客は、羽田空港新ﾀｰﾐﾅﾙで展開した各種新ｻｰﾋﾞｽの浸透による「新ﾀｰﾐﾅﾙ効果」お

よび中部発着路線の「愛・地球博」効果などを中心に旅客数は順調に推移いたしました。加えて

ｽｰﾊﾟｰｼｰﾄﾌﾟﾚﾐｱﾑや地上交通機関との提携などによるｻｰﾋﾞｽ面の充実や利便性の向上などに

よる差別化戦略が奏効し、生産量（座席ｷﾛ）対前年同期比 99.9％に対し、旅客数は対前年同期
比 103.2%となり、168億円の増収となりました。 



 
 
３．国際線事業  
国際線旅客は、ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾗｽの増席や機内ｻｰﾋﾞｽの拡充に努めた結果、北米路線を中心に堅

調に推移しました。中国路線では、ﾋﾞｼﾞﾈｽ渡航が順調に推移したものの、反日ﾃﾞﾓの影響で観光

需要が一部影響を受けました。その結果、国際線全体の旅客数は対前年同期比 98.8％となりま
したが、旅客単価の向上により 47億円の増収となりました。 
 
４．貨物事業 
国内・国際線ともに航空貨物輸送量は前年を上回り、また中国線の貨物専用便などが牽引し、

国内線で 1億円、国際線で 29億円の増収となりました。 
 
５．通期の見通し 
引き続く原油価格の高騰に全社をあげてｺｽﾄの抑制に努めているものの、費用面では原油価

格の高騰が与える影響（2004年度実績比 約 285億円増）が今後の収益を圧迫する最大の要因
となることから、現在のところ今年 4月 28日に発表しました業績予想の変更は予定しておりませ
ん。 

 
６．その他 
下半期の米ﾄﾞﾙ円為替ﾚｰﾄは 110円、航空燃油費の指標でありますﾄﾞﾊﾞｲ原油の下半期の市場

価格については１ﾊﾞﾚﾙ当たり 50米ﾄﾞﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ｹﾛｼﾝでは 1 ﾊﾞﾚﾙ当たり 70米ﾄﾞﾙを前提として
おります。 
 
 

以上 
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平成18年３月期 中間決算短信（連結）  平成17年10月31日

上 場 会 社 名 全日本空輸株式会社 上場取引所 東大 

コ ー ド 番 号 9202  本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.ana.co.jp）   

代 表 者          役職名 代表取締役社長         氏名 山 元  峯 生  

問 合 せ 先 責 任 者          役職名 総 務 部 長 氏名 久  松    完 TEL（03）6735－1001 
中間決算取締役会開催日 平成17年10月31日    
米国会計基準採用の有無 無    
１．17年９月中間期の連結業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 
（1）連 結 経 営 成 績          （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17年９月中間期 690,922 （    4.8） 69,587 （   16.4） 59,422 （   11.9）
16年９月中間期 659,480 （    8.4） 59,766 （  313.3） 53,107 （  271.1）
1 7 年３月期 1,292,813  77,774  65,224  
 
 中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 
 百万円 ％ 円  銭 円  銭 

17年９月中間期   19,723  （ △34.0） 11    67 11    67 
16年９月中間期   29,889  （   45.3） 19    36 16    89 
1 7 年３月期 26,970  17    26 15    31 
 （注）① 持分法投資損益 17年９月中間期  △ 1,233百万円 16 年９月中間期  △ 76百万円 17 年３月期  97 百万円 

② 期中平均株式数（連結）   
17 年９月中間期 1,689,393,566 株  16年９月中間期 1,543,955,085株  17年３月期  1,562,537,470 株 

③ 会計処理の方法の変更   有 
④ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率。 

（2）連 結 財 政 状 態           

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17年９月中間期 1,633,975 237,041 14.5 140    34 
16年９月中間期 1,585,455 184,441 11.6 117    58 
1 7 年３月期 1,606,613 214,284  13.3 128    31 
 （注）期末発行済株式数（連結）       
17 年９月中間期 1,689,055,313 株 16年９月中間期 1,568,612,876株  17年３月期 1,669,988,640 株 

（3）連結キャッシュ・フローの状況  

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現 金 及 び 現 金 
同 等物期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
17年９月中間期 86,457 △  40,151  △ 37,090 173,081 
16年９月中間期 97,231 △  60,597  △ 53,089 218,666 
1 7 年３月期 149,070  △ 169,247        △ 51,600 163,155 
（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  99 社   持分法適用非連結子会社数 ５社   持分法適用関連会社数 18社 

（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規） ７社   （除外） ４社   持分法（新規） ３社   （除外） ２社 

２．18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円 百万円 百万円 

通   期 1,326,000  44,500  10,000 
（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 5円92銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発

表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性が

あります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の13ペ

ージを参照してください。 
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１．企 業 集 団 の 状 況 
 

 当企業集団は、全日本空輸株式会社（当社）及び子会社129社、関連会社41社により構成されており、航

空運送事業をはじめ、旅行事業、ホテル事業及びその他の事業を営んでいます。当社、子会社及び関連会社

の企業集団における位置付けと事業内容は次のとおりです。 

 

航空運送事業 

 当社、子会社のエアーニッポン㈱ならびに㈱エアージャパンを中心に航空運送事業及び航空機使用事業を

行っており、主に旅客・貨物・郵便運送サービスを提供しています。 

 これに付随して、国際空港事業㈱、ＡＮＡテレマート㈱及び全日空整備㈱他は、顧客に対する空港での各

種サービスの提供、電話による予約案内、当社航空機への整備作業等の役務提供を行っています。また、空

港における旅客サービス・貨物取扱い及び航空機整備等の役務提供は、当企業集団に属さない国内外の航空

会社を顧客としても行われています。 

 子会社34社及び関連会社５社が含まれており、うち子会社33社を連結、関連会社４社に持分法を適用して

います。 

 
旅行事業 

 ＡＮＡセールス㈱を中心とする子会社及び関連会社が「ＡＮＡハローツアー」及び「ＡＮＡスカイホリ

デー」ブランドのパッケージ旅行商品等の企画及び販売を行っています。主に当社及びエアーニッポン㈱の

航空運送サービスと全日空ホテルズの宿泊等を素材とした商品開発及び販売を行っています。 

 海外ではANA SALES EUROPE LTD.他が、国内会社が販売したパッケージ商品の旅行者に対して到着地での

各種サービスの提供を行うとともに、航空券や旅行商品の販売等を行っています。 

 子会社10社及び関連会社１社が含まれており、うち子会社９社を連結、関連会社１社に持分法を適用して

います。 

 

ホテル事業 

 ㈱ＡＮＡホテルズ＆リゾーツを中心とする子会社及び関連会社がホテル事業を行っており、宿泊、料飲、

宴会・婚礼等の各種サービスを提供しています。 

 子会社21社及び関連会社１社が含まれており、うち子会社20社を連結、関連会社１社に持分法を適用して

います。 

 

その他の事業 

 情報通信、商事・物販、不動産、ビル管理、陸上運送・物流及び航空機機内装備品修理等の事業を行って

います。全日空システム企画㈱及び㈱インフィニ トラベル インフォメーション他は主に航空関連情報端

末・ソフトウェアの展開や開発を行っており、エーエヌエー・ロジスティクサービス㈱は輸入航空貨物上屋

の運営を行っております。また、全日空商事㈱他は主に航空関連資材等の輸出入及び店舗・通信販売等を中

心とした事業を、全日空ビルディング㈱他は不動産の販売・賃貸及びビル管理等を、関連会社である㈱ジャ

ムコ他は航空機機内装備品の修理等を事業としています。これら物品の販売及び役務提供は、当社及び当企

業集団内の他の子会社・関連会社を顧客としても行われています。 

 子会社64社及び関連会社34社が含まれており、うち子会社37社を連結、子会社５社及び関連会社12社に持

分法を適用しています。 

 

 以上の概要を事業系統図によって示すと、次のとおりです。 
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顧 客

空港等での役務提供 

航空運送事業 

（航空運送） 
全 日 本 空 輸 ㈱ （当 社） 

エアーニッポン㈱ 

エアー北海道㈱ エアーネクスト㈱ 

（航空運送補助） 

全日空整備㈱ 

新東京空港事業㈱ 

㈱エーエヌエースカイパル 

㈱ＡＮＡケータリングサービス 

国際空港事業㈱ 

ＡＮＡテレマート㈱ 

その他子会社22社、関連会社５社 

旅行事業 

その他子会社９社、関連会社１社 

航空券等 

航空輸送及び空港等 
でのサービス 

客室等

機内食関連の技術指導等 

㈱ＡＮＡホテルズ＆リゾーツ 

ホテル事業 

㈱札幌全日空ホテル 

その他子会社17社、関連会社１社 

沖縄全日空リゾート㈱ 

航空機部品、ソフト
ウェア、役務等 

材料、役務等 

全日空システム企画㈱ 

その他の事業 
㈱インフィニ トラベル インフォメーション 

スカイビルサービス㈱ ㈱ジャムコ その他子会社58社、関連会社33社 

全日空商事㈱ 

全日空ビルディング㈱ 

宿泊、料飲、 
宴会等の 
サービス 

各種物品、サービス等 

㈱エアージャパン 

㈱エーエヌエーホテル東京 

旅行商品、航空券等 

ＡＮＡセールス㈱ 

エーエヌエー・ロジスティ クサービス㈱ 

㈱エアーニッポンネットワーク 

エアーセントラル㈱ 
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２．経 営 方 針              
 
 
１．会社の経営の基本方針 
安全運航の堅持を大前提に、航空輸送サービスの基本品質を向上させるとともに、グループ事業の収
益性を改善し、お客様や株主の皆様からの期待に応えて参ります。 

 
２．中長期的な経営戦略 
当社グループにおいてはデフレ経済が長期化する経営環境下においても着実に利益を確保するために、
過度に「増収」に依存しない収支構造を構築すべく平成15年２月に「コスト削減計画」を策定しました。
これは平成15年度から平成17年度までの３年間にわたり抜本的なコスト構造の改革を断行し、最終年度
においてグループ全体で合計300億円程度の費用削減を目指すものでした。平成15年度におきましては、
この計画に基づき、人件費を中心としたコスト構造改革を全社一丸となって強力に推進し、グループ全
体で約190億円の費用削減を達成したことによって、７期ぶりの「復配」を実現させました。さらに、
前期（平成16年度）につきましては、この「コスト削減計画」の全施策を前倒しで完了することによっ
て、安定的な収益基盤を構築することが出来ました。 
現在は競争環境が一層激化することが予測される平成21年の羽田空港再拡張後の展望も踏まえ、「グ
ループ経営ビジョン」で掲げる「航空事業を中核としてアジアを代表する企業グループを目指す」とい
う目標達成のために、「ＡＮＡグループ中期経営戦略（2004～2006年度）」をさらに深化させた「同
（2005～2007年度）」を策定し、掲げられた諸課題を着実に実行しております。今後も引き続き、以下
の通り実行計画を遂行していくことにより、経営基盤を強化し、「グループ経営ビジョン」の実現を
図って参ります。 
 

  ①他社を凌ぐコスト競争力の確立 
 直接費・間接費を問わず、更なる抑制を行うことはもとより、フリート（機材）戦略・リソース
（人的資産）戦略・アライアンス戦略等を推進し、コスト競争力向上を推進しております。 
 
◎フリート戦略 
 従来の「大型機材の活用」に加えて、需要動向に合わせて弾力的に中・小型機を活用するととも
に増便によって旅客利便性の向上を図る等、景気や需要動向の変動リスクを最小限に抑えることが
できる機材構成への転換を図っています。新小型機として、ボーイング737-700型機 45機を当期よ
り導入するとともに、大阪国際（伊丹）・中部国際空港にターゲットをおいたネットワークの充実
を図るべく、小型ターボプロップ機（ボンバルディアDHC－８－400型機）を合計14機、順次導入し
ております。 
 
◎リソース戦略 
 当社グループにおける全てのリソース（人的資産）を対象として、「競合他社を凌ぐコスト水準
の達成」をキーワードに、人件費の適正化を図り、フリート戦略との相乗効果を目指しています。
小型機領域における競合他社を凌ぐ水準を実現するべく、本年６月には「エアーネクスト㈱」が運
航を開始しました。 

 
◎アライアンス戦略 
 アライアンス戦略を通じた増収への取り組みとして、本年３月より中国国際航空公司とのコード

シェアを双方が運航する日中間の国際線全区間への拡大、６月からはポーランド航空との新たな

コードシェアの開始等を実施しました。また、スターアライアンス加盟各社と連携したコスト削減

策として、通信回線費用や航空機燃料調達コストの削減に継続して取り組んでおります。 
 
②マーケティングおよびセールスにおける競争力強化 
 常に変化するマーケットを敏感に捉え、「簡単・便利」と「個の重視」をキーワードに、他社が真
似できない仕組みの構築による持続可能な競争優位の確立を目指し、当社グループのブランド価値向
上とマーケティングとセールスにおける競争力の強化を図っています。 
 
◎国内線事業 
 国内線事業につきましては、この２年間で実行してきた需給適合政策を更に推進するため、前期
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本格的に導入した最適機材配置システム「FAM（Fleet Assignment Model）」を活用し、平日・週
末それぞれの需要波動にあわせた路線便数計画、運航機材の使い分けを実施いたします。 
 商品戦略においては、他社にない当社独自のプロダクト＆サービスによる差別化の推進という観
点から、前期の導入以来大変ご好評をいただいております「スーパーシートプレミアム」を11月よ
りボーイング767型機に展開するなど従来の2.5倍に大幅拡大、一般席においても「ゆったりらくら
く」を追求した新シートを開発、10月より順次導入し、サービスの向上を図って参ります。 
 提携戦略においては、４月にはスカイネットアジア航空㈱と８月には㈱スターフライヤーとの業
務提携を実施し双方の企業利益が高まるよう協力関係を構築していきます。また、地上交通機関と
の提携により、都市間移動の利便性を向上させ競争力を高める「総合輸送戦略」を拡大していきま
す。中部国際空港の開港にあわせて名古屋鉄道㈱との提携をスタートしたのに続き、さらに国内各
地の鉄道・バスといった交通機関との提携を進めて参ります。 
 
◎国際線事業 
 国際線事業につきましては、当期は空港要件に大きな変化がない中で、平成18年度以降の利益成
長の基盤となる黒字化体質の強化を目指し、当社のメインターゲットであるビジネス需要の獲得、
拡大に向け、品質の向上と収益性の強化を図って参ります。 
 まず欧米路線については、需要にあわせた機材配置を更に進めます。北米線については、本年５
月のニューヨーク線を皮切りに、順次、最新鋭のボーイング777-300ER型機を投入、欧州線には、
好評を博しております“New Style, Club ANA”を装着したボーイング747-400を全路線に投入し、
ビジネスクラスの増席と品質向上による収益の向上を図ります。中国線については、４月25日に成
田－広州線を、５月16日には中部－上海線を開設いたしました。反日デモによる旅行需要への影響
は一部残っているものの、ビジネス需要は引き続き旺盛であり、今後日中航空交渉の進展を待って、
更なる路線展開を図り、ネットワークの充実を目指して参ります。 

 
◎貨物郵便事業 
 貨物郵便事業につきましては、グループ貨物事業運営体制を見直し、経営資源の集中と効率的な
事業展開を進めていくべく、日本貨物航空㈱の経営から離脱する一方、日本郵政公社と国際物流分
野における戦略的提携に関して合意いたしました。 
 今後貨物専用機の増機を予定しており、深夜貨物定期便やアジア・中国を中心とした国際線に投
入し、引き続き高い成長が見込まれる航空貨物市場において、「第３のコアビジネス」として積極
的な事業の拡大を図って参ります。 

 
③関連事業戦略 
 投資採算性を第一義とし、ホテル事業、商社事業、不動産事業、その他多角化事業の収益改善を目
指します。また、現有の経営資源の最適配置による投資圧縮、資産売却等による資金回収を図り、有
利子負債を圧縮して参ります。なお、10月１日付にて全日空ビルディング㈱を株式交換により当社の
完全子会社といたしました。 
 ホテル事業においては、東京全日空ホテルをはじめとする大規模リニューアル工事も終了し収支状
況が大幅に改善する中、G.O.P.（Gross Operating Profit：金利償却前利益）の更なる増大を図り、
ホテル事業としての価値創造を目指します。 
 

３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 
①コーポレート・ガバナンスに対する基本的考え方 
 企業価値の継続的な向上を実現させていくため、「経営の透明性（Visibility）」を維持し、
「ステークホルダーへの説明責任（Accountability）」を確実に果たしていくコーポレート・ガバナ
ンス（企業統治）の構築が必要であると考えております。 

 
②コーポレート・ガバナンスに関する施策実施状況 
(1)会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況 

 
◎会社の機関の内容 
 当社は、取締役15名、監査役５名、執行役員33名（取締役兼務者を含む）という経営体制と
なっております。業務執行上の主要な案件については、代表取締役社長が議長を務め、他の常勤
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取締役13名や常勤監査役２名他がメンバーとなっている「グループ経営戦略会議」において審議
し意思決定を行っています。なお、商法上取締役会に諮る必要のある重要案件については取締役
会に上程し最終的な意思決定を行っております。 
取締役会は、取締役会長が議長を務め、社外取締役１名を含む取締役全員に加え社外監査役３
名を含む監査役５名も参加し、当中間期においては臨時も含め、計６回開催いたしました。 
 
◎内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 
当社においては、経営コントロールの強化を実現するための内部統制システムの目的を「事業
運営の安定化および効率化」・「適正な説明責任の実行」・「法規制と内部規定の遵守」と定義
するとともに、「リスクマネジメント」・「コンプライアンス」・「内部監査」をその実現手段
として捉え、内部統制システムの整備を行い、平成15 年４月に現在のリスクマネジメント委員会、
コンプライアンス委員会、監査部を柱とする内部統制システムが完成いたしました。 
また、内部統制システムの一部であるリスク管理体制は、リスクマネジメント委員会によって
実施されており、委員会の事務局である総務部および主要部署や関連会社に配置されたリスクマ
ネジメントリーダーによって、リスク管理活動を推進する体制を構築しております。リスクマネ
ジメントリーダーは、コンプライアンスリーダーを兼任するとともに、前期より情報セキュリ
ティリーダーも兼任し、部門におけるリスク管理の推進者として、リスク対策を計画的に実施す
るとともに、危機発生時には委員会や事務局と連携しながら迅速に危機対応にあたる役割を担っ
ております。また、リスクマネジメント委員会には、航空保安・危機管理部会や情報セキュリ
ティ部会など、専門性のあるリスクに特化した部会も設置されており、さらに新潟県中越地震な
ど個別リスクが発生した際には、臨時部会を設置し、組織横断的な対応を実施しております。

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取締役会 

社長 

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委員会 監査部 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会 

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部会 

航空保安・危機管理部会 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ部会 

ﾁｰﾌﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｵﾌｨｻｰ 

（総務担当役員） 

総務部（事務局） 

各部のﾘｽｸ管理責任者 

（ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾘｰﾀﾞｰ） 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｵﾌｨｻｰ 

（法務担当役員） 

法務部（事務局） 

各部のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進者 

（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾘｰﾀﾞｰ） 

内部統制システム 

リスク管理体制 

内部統制システムおよびリスク管理体制 
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◎内部監査および監査役監査、会計監査の状況 
内部監査につきましては、監査部（組織人員：８名）において当社およびグループ会社に対す
る業務監査、会計監査を実施しております。監査は年度計画に基づき実施する｢定例監査｣と、経
営層の意向や各種のリスク分析結果に基づき適宜実施する｢非定例監査｣があり、監査結果は毎月
社長へ報告し、重要事項については当社監査役に対しても四半期毎に報告を実施しております。
定例監査につきましては毎年60余の対象を往査しており、約180の監査対象先を３年で一巡する体
制を確保しております。尚、監査を通じて検出された会計・財務等に関わる重要な事象に関して
は、当社財務部門を通じ監査法人へも情報を提供し、必要に応じ指導、助言を得る等、相互連携
にも努めております。 
監査役監査につきましては、常勤３名を含む５名の監査役（内３名は社外監査役）により実施

しております。各監査役は取締役会をはじめとする社内の重要な会議に出席するとともに、各事

業所に対する業務監査および子会社調査を実施し、その結果を監査役会および代表取締役に報告

を行っております。また、内部監査部門ならびに監査法人と四半期に１回、情報および意見の交

換を行い監査の充実を図っております。 

会計監査につきましては、新日本監査法人が当社ならびにグループ会社に対して商法および証

券取引法に基づく監査を実施しております。また各種法令や会計規則等の導入・改定に際しては、

当社財務部門と十分な協議期間を設け準備し、円滑な導入に備えております。監査結果は当社経

営層のみならず、監査役会に対しても報告されております。 
 
(2)会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係または取引関係、その他の利害関係の概要 
 社外取締役は木村 操氏（名古屋鉄道㈱代表取締役会長）の１名です。なお、木村氏が代表取
締役会長を務める名古屋鉄道㈱は当社筆頭株主であり、発行済株式総数の4.7％（同社従業員退職
給付信託契約に係る株式を含む）を保有しており、中部地区における当社総代理店業務を委託し
ております。 
 一方、社外監査役は梶田邦孝氏（常勤）、松尾新吾氏（九州電力㈱代表取締役社長）、南山英

雄氏（北海道電力㈱取締役会長）の３名です。この内、松尾新吾氏ならびに南山英雄氏と当社、さ

らに両氏がそれぞれ代表取締役社長、取締役会長を務める九州電力㈱ならびに北海道電力㈱と当社

の間には特筆すべき営業上の取引関係はありません。 
 
③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた当中間期における取り組み 
(ⅰ)経営諮問委員会の開催 
 法制上の機関とは別に、当社グループ経営について広範な視点から意見、アドバイス等を率直か
つ自由に述べていただくため各界の識者７名をメンバーとする経営諮問委員会を設置しており、当
中間期においては２回の委員会を開催しました。 
 
(ⅱ)内部統制システムの構築 
 コーポレート・ガバナンスを機能させるための重要なインフラとして内部統制システムを位置付
け、その強化と推進に向け以下のような取り組みを行いました。 
 
1)リスクマネジメント機能 
ＡＮＡグループ経営の安定性・効率性を高めることを目的とした統合リスクマネジメント体制
を推進している状況下、４月以降、運航に関係するインシデントや航空法違反事件、そして制服
やパソコンの盗難事件という不祥事が多発したことから、全社的なリスク管理状況の確認を実施
するとともに、適切に対処すべく、７月より９月にかけてリスク分析・評価・対応等に取り組ん
で参りました。 
また、個別リスク対策として個人情報保護法対応を含む「情報セキュリティ」および大規模災
害発生時の「事業継続計画」の分野においても、引き続き対応の強化を進めております。 
「情報セキュリティ」の分野においては、４月に全面施行された個人情報保護法への対応内容
を浸透・徹底させるべく、引き続き教育・啓蒙活動を実施いたしました。 
また、「事業継続計画」に関しては、安否確認システムや事業継続用バックアップ施設を当下
期に完成させるべく、引き続き取り組んで参ります。 
2)コンプライアンス機能 
当期においては、「コンプライアンスの常識化」を方針として掲げ、前期に引き続きコンプラ
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イアンスの浸透を図り深化させる活動を行っています｡ 

 コンプライアンス推進の中心的役割を担うコンプライアンスリーダーを増員し、コンプライア

ンスリーダー研修を行って質量ともにリーダーの増強を図りました｡ 

 内部通報の窓口については、これまでの社内窓口に加え当期より社外窓口も設置し、より相談

しやすい体制を整えました｡また、相談窓口周知のため、グループ内の全従業員に連絡先を記載

したシールを配布しました｡ 
3)CSR（Corporate Social Responsibility）の取り組み 
当期より社長が統括するCSR推進委員会を設置するとともに専任の担当者を配置し、グループ

のCSR推進活動を行う体制を整えています｡ 

 ＡＮＡグループのCSR活動は何か特別のことを新しく始めるというよりは、これまで取り組ん

できた活動についてより誠実に推進していくとともに、社外に対して活動のご報告を行っていく

ことを中心に取り組んで参ります｡ 

 ＡＮＡグループとしては初めてのCSRレポートを９月末に発行いたしました｡ 
4)内部監査機能 
社長直属の監査部にて、当社およびグループ会社の経営諸活動全般にわたる管理・運営の制度
および業務の遂行状況を合法性、合理性、企業倫理の観点から検討・評価し、助言・提案等を
行っております。当中間期においては会計に関わる領域や個人情報保護への取り組み、内部統制、
リスク管理体制等を重点監査項目とし、整備関連、機内食関連、海外支店（中国）等を中心に、
約50の部門とグループ会社の内部監査を実施いたしました。 
 

４．親会社等に関する状況 
   当社には親会社等はありません。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態                 
 
 

１．当中間期の概況 

当中間期のわが国経済は、企業収益の改善が着実に進み、それにともない民間設備投資も順調に拡大

を続けました。依然厳しさは残るものの雇用情勢にも改善に広がりが見られ、個人消費についても緩や

かな増加を続ける等、景気は緩やかな回復傾向で推移しました。しかし、不安定な国際情勢に相次ぐ自

然災害等もあり原油価格は高騰を続け、幅広い産業にその影響が出始める等、依然として先行き不透明

感が拭えない状況にあります。 

このような経済情勢下、当中間期における連結業績は、売上高が6,909億円（前年同期比4.8％増）、

営業利益は695億円（同16.4％増）、経常利益は594億円（同11.9％増）となり、中間純利益はホテルお

よびその他事業等において減損損失を計上したこと等から197億円（同34.0％減）となりました。 

また、当中間期個別業績は、売上高が5,926億円（前年同期比5.3％増）、営業利益は594億円（同

18.1％増）、経常利益は518億円（同16.9％増）、中間純利益は279億円（同21.0％増）となりました。 

 
 以下、事業別の概況をお知らせします。 

（なお、各事業における売上高は、セグメント間内部売上高を含みます。） 

 
◎航空運送事業 

当中間期においては、航空需要は比較的堅調に推移しました。当社においても、企業業績の回復を背

景とした旺盛なビジネス需要を的確にとらえ、当中間期の増収につなげることが出来ました。特に国内

線に関しては「愛・地球博」による需要増加等もあり、旅客需要についても全般を通じて堅調に推移し

ました。一方、国際線においては、中国での反日デモ、英国における同時多発テロ等の発生に伴い、観

光需要の面ではやや厳しい中間期となりました。 

このような情勢下、需給適合を推進し運航コストの削減を引き続き徹底したことや、燃油サーチャー

ジの導入等により燃油費高騰の影響を最小限にとどめる努力を進めた結果、当グループにおける航空運

送事業の売上高は5,733億円（前年同期比4.9％増）となり、営業利益については626億円（同15.6％

増）となりました。 
 

＜国内線旅客＞ 

国内線旅客につきましては、当中間期を通して堅調に推移し、旅客数は６ヶ月連続で前年同期を上回

りました。景気の回復に伴い個人需要についても持ち直しに向かい、特に夏休み期間等の利用状況は好

調に推移しました。 

羽田空港第２旅客ターミナルビル（平成16年12月）および中部国際空港（平成17年２月）の開業を機

に、「簡単・便利」、「個の重視」をキーワードにスタートさせた「スマートeサービス」、「スー

パーシートプレミアム」あるいは地上交通機関との提携等の諸施策を展開して、利便性の向上、サービ

ス面の充実に努めてきたことも奏効し、ビジネス需要が大きく伸びました。また、「愛・地球博」の開

催にあわせて、旅行商品の造成や割引運賃（愛・地球博早割21 等）の設定を積極的に行ったことで、

観光需要を喚起することができました。 

一方、前期から導入した最適機材配置システムである「FAM（Fleet Assignment Model）」を活用し、

４月からは需要に応じて平日と週末の使用機材を変更する等、需給適合を一層推進させるとともに、

「競合他社を凌ぐコスト競争力の確保」と「小型機事業領域の戦略的な事業運営効率化の実現」を目的

に設立した「エアーネクスト㈱」による運航を６月から開始する等ＡＮＡグループ全体としての運航体

制の効率化を進めることによって、収益性の向上、運航コストの更なる低減に努めました。 

以上の結果、旅客数は前年同期を上回り、2,327万人（前年同期比3.2％増）と堅調に増加しました。

また、需要動向に応じた適切な座席配分を設定し、収入を極大化させるシステムである「PROS

（Passenger Revenue Optimization System）」の活用により旅客単価も引き続き向上したこと等から

収入は前年同期に比べて5.0％増の3,543億円となりました。 
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＜国内線貨物・郵便＞ 

国内線貨物につきましては、景況感の回復を受け、航空貨物総需要は堅調でしたが、原油価格高騰の

影響等による荷主企業の更なる輸送コストの圧縮、より安い輸送モードへの転換傾向が継続し、当社に

おきましても運賃単価が下落いたしました。 

輸送品目では宅配が大幅に伸び、全体の約４割を占める一般混載は前期水準を維持いたしました。深

夜貨物便は札幌および佐賀の両路線とも順調に推移いたしました。 

郵便につきましては、前期リニューアルされた「ゆうパック」の取り扱いは順調に推移いたしました

が、長距離路線での郵便取扱量が伸び悩んだことにより、重量では前年同期をわずかに上回ったものの

収入では前年同期を下回ることとなりました。 

以上の結果、当中間期における貨物輸送重量は前年同期に比べ1.8％増の210,080トン、収入は0.8％

増の145億円、郵便輸送重量は前年同期に比べ0.4％増の40,723トン、収入は2.1％減の39億円となりま

した。 
 

＜国際線旅客＞ 

国際線旅客につきましては、国内線と同様、ビジネスを中心とした個人需要が堅調に推移したものの、

中国における反日デモや英国における同時多発テロの発生等の影響もあり、当該方面への観光需要は低

迷しました。 

そのような中でも、４月25日に成田－広州線を、５月16日に中部－上海線を新たに開設し、ビジネ

ス・貨物需要が高く、将来的にも成長が見込めるマーケットである中国へのネットワークを拡充・強化

しました。 

また５月からは、旺盛なビジネス需要に対応すべく、成田－ニューヨーク線に最新鋭機であるボーイ

ング777-300ER型機を導入し、機内サービスの拡充を図ると同時に、成田－ロンドン・パリ線のビジネ

スクラスを増席しました。加えて８月より、利便性の高い２空港間を結ぶ路線ということでニーズの高

かった羽田－金浦（ソウル）線を増便することで、東京からソウルへの日帰り出張も可能としました。 

北米線においては従来のボーイング747シリーズから運航経済性の高いボーイング777シリーズへの機

種変更を進めた他、日本発の仁川（ソウル）線に内際兼用機を導入すること等により、利用率・単価の

向上や運航コストの低減を積極的に推進しました。 

 以上の結果、当中間期の国際線旅客数は前年同期を下回り、199万人（前年同期比98.8％）となりま

したが、国内線同様「PROS（Passenger Revenue Optimization System）」の活用等により旅客単価が

向上したため、収入は前年同期に比べて4.3％増の1,152億円となりました。 
 
＜国際線貨物・郵便＞ 

国際線貨物につきましては、日本発では、前期末から続くデジタル関連製品の在庫調整が影響し、ア

ジア向けIT関連部品、欧米向けデジタル家電等の需要が低調であり、アテネ五輪特需に沸いた前年同期

と比較し、重量、収入実績ともに下回る結果となりました。海外発では、アジア発デジタル関連貨物が

日本における在庫調整を受けて停滞し、北米発生鮮品も天候不良の影響から大幅に落ち込みました。欧

州発に関しても、競合他社との価格競争激化から、引き続き伸び悩んでおります。一方で、中国発貨物

は、IT製品、繊維製品、生鮮品を中心に輸送実績を大幅に伸ばし、中国発貨物が全体を牽引した結果、

海外発全体では前年同期の重量、収入実績を上回る結果となりました。なお、航空燃油価格の高騰を受

け、燃油サ－チャージ適用額を変更いたしました。 

郵便につきましては、欧州発SAL郵便や日本発北米向け郵便が減少する一方で、米国西海岸発の米国

郵政庁の指定が増加しました。加えて、前期影響を受けた中国南方航空が運航する関西空港への郵便専

用便の運休にともない、中国発着郵便が増加し、輸送量・収入ともに前年同期実績を上回る結果となり

ました。 

以上の結果、当中間期における貨物輸送重量は前年同期に比べ0.4％増の117,984トン、収入は13.0％

増の256億円、郵便輸送重量は前年同期に比べ5.0％増の6,745トン、収入は1.7％増の13億円となりまし

た。 
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＜その他＞ 

引き続き他航空会社の航空機整備、旅客の搭乗受付および手荷物搭載等の地上支援業務の受託、機内

販売の増売等に努めた結果、当中間期の附帯事業等による収入は前年同期に比べ4.0％増の583 億 円 と

なりました。 
 
 

≪航空機の異動の状況≫ 

当中間期における当グループの航空機の異動は以下のとおりです。 

機      種 購入 賃借 返却 賃貸 
売却 
除却 
増減 備      考 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ747SR－100型機 － － － － 1 △1 売却 平成17年5月 1機 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ747－400型機 3 － 3 － － 0 

返却 平成17年5月 2機 
購入 平成17年5月 2機 
返却 平成17年9月 1機 
購入 平成17年9月 1機 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ777－300型機 - 1 － － － 1 賃借 平成17年5月 1機 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ777－200型機 - 2 － － － 2 
賃借 平成17年4月 1機 
賃借 平成17年7月 1機 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ767－300型機 3 1 3 － － 1 

賃借 平成17年4月 1機 
返却 平成17年6月 1機 
購入 平成17年6月 1機 
返却 平成17年8月 2機 
購入 平成17年8月 2機 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ767－200型機 － － 1 － － △1 返却 平成17年7月 1機 

ｴｱﾊﾞｽA320－200型機 2 － 2 － － ０ 

返却 平成17年6月 1機 
購入 平成17年6月 1機 
返却 平成17年9月 1機 
購入 平成17年9月 1機 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ737－500型機 1 － 1 － － ０ 
返却 平成17年9月 1機 
購入 平成17年9月 1機 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ737－400型機 - - 1 - - △1 返却 平成17年6月 1機 

ﾎﾞﾝﾊﾞﾙﾃﾞｨｱDHC－8－400型機 － 3 － － － 3 
賃借 平成17年4月 1機 
賃借 平成17年7月 1機 
賃借 平成17年9月 1機 

合      計 9 7 11 0 1 4 － 

 

 

◎旅行事業 

旅行事業につきましては、平成17年１月１日の社名変更（ＡＮＡセールス＆ツアーズ㈱からＡＮＡ

セールス㈱へ）に引き続き、平成17年上期商品よりツアーブランドロゴデザインを一新し、「ＡＮＡス

カイホリデー・ＡＮＡハローツアー」のイメージ定着・ブランド訴求を図りました。 

国内旅行につきましては、引き続き旅行需要が順調に推移したことに加え、２月17日に開港した中部

国際空港を利用した｢愛・地球博｣を訪れる旅行商品やＡＮＡ独自の商品等の魅力ある商品設定により東

海、中国、四国、九州、沖縄方面を中心に好調に推移し前年同期を上回る実績となりました。 

海外旅行につきましては、中国における反日デモや英国における同時多発テロ等により当該方面の旅

行需要は大きく低迷いたしました。一方、北米・ハワイ・グアムは好調に推移し、前年同期を大きく上

回る実績を残したものの、全方面計では前年同期を下回る実績となりました。 
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また、国内・海外の総合旅行サイトatour（エーツアー）では「ＡＮＡ ＳＫＹ ＷＥＢ」との連携に

よるWEB販売体制の強化を推進した結果、旅行販売に加えてホテルやレンタカー等の地上素材販売もあ

わせて前年同期を大きく上回る実績で推移いたしました。 

以上の結果、旅行事業における売上高は1,041億円（前年同期比4.9％増）となりましたが、価格競争

の激化等により営業利益については26億円（同4.4％減）と前年を割り込む実績となりました。 
 
◎ホテル事業 

ホテル事業につきましては、施設商品価値向上を目的としたリニューアル工事は一部を除き完了いた

しました。 

シティホテルにおいては前期末までに完了した改修工事によるリニューアル効果等により、前年同期

を上回る実績となりました。また、沖縄地区リゾート系ホテルも依然旺盛な旅行需要に支えられ堅調な

実績で推移しました。一方で東京を中心に外資有力ホテルチェーンの進出が本格化し、ホテル業界を取

り巻く環境は依然厳しいものとなっており、「ポイントアップキャンペーン」等を積極的に実施し顧客

囲い込みに努めてきました。 

なお、成田全日空ホテルのケータリング事業を航空運送事業部門に再編したことにより、ケータリン

グ部門の売上が消滅し、前年同期に対し減収要因となっています。 

以上の結果、ホテル事業における売上高は323億円（前年度比6.2％減）となりましたが、営業利益は

コスト削減が寄与し９億円を計上することとなりました。 
 
◎その他の事業 

航空会社向けの国際線予約・発券システムを提供している㈱インフィニ  トラベル  インフォメー

ションは、中国での反日デモの影響があったものの他方面での国際線利用件数が増加しました。しかし、

前期から展開している新予約ツール（INFINI LINX）の償却・展開コスト等の増加のため、増収減益と

なりました。 

商事および物販事業を行っている全日空商事㈱につきましては、航空機部品事業等の航空関連事業分

野は増収となり、また、堅調な航空需要に支えられ、羽田空港第２旅客ターミナルビルおよび中部国際

空港の新規店舗での売上が好調であったことにより顧客サービス事業分野でも売上が増加しました。食

品事業、紙パルプ等の事業も堅調に推移したことから、全体の売上高で前年同期を上回り、増収となり

ました。 

主に当社およびグループ企業のシステム開発や保守運用を受託している全日空システム企画㈱は、当

社のシステム維持費の削減により保守運用業務では減収となりましたが、一方でシステム開発において

は前期構築中であったシステムの当期稼動が前年同期と比較して増加したことから増収となり、全体の

売上高は前年同期を上回りました。 

不動産事業および保険代理店事業を行う全日空ビルディング㈱（９月27日をもって大阪証券取引所市

場第２部における株式の上場を廃止し、10月１日付にて株式交換により当社の完全子会社化）は、主力

であるオフィスやマンション等の賃貸事業が概ね計画通りに推移し、また、ＡＮＡマイレージ会員が提

携企業の不動産取引や保険契約の加入等によりマイルが貯まる「住まいde MILE」「保険de MILE」等も

堅調だったことから売上高は前年同期と同水準となりました。 

以上の結果、その他事業における売上高は928億円（前年同期比2.5％増）となり、営業利益について

は29億円（同4.9％減）となりました。 
 
２．キャッシュ・フローの状況 

当中間期の税金等調整前中間純利益446億円に減価償却費および固定資産に係る減損損失等の非資金

性項目を加算し、営業活動に係る債権・債務の加減算を行った結果、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは864億円となりました。投資活動においては、主に航空機材・部品等の取得及び新造機の前払い

による支出が行われる一方で、航空機材売却および投資有価証券売却、貸付金の回収による投資回収を

行いました。この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは401億円の支出となり、フリー・キャッ

シュ・フローとしては463億円を確保しました。 

財務活動においては、借入金の返済や配当金等の支払を行う一方で、長期借入金や社債発行による資

金調達を行いました。この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは370億円の支出となりました。 



－  － 
 

 

13

以上の結果、当中間期において現金及び現金同等物は前期末に比べて97億円増加し、中間期末残高は

1,730億円となりました。 

 

３．利益配分に関する基本方針 

安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、株主の皆様に対する還元を経営の重要課題として考えて

おります。 

当期におきましては、前期において「コスト削減計画」の全施策を前倒しで完了し、「ＡＮＡグルー

プ中期経営戦略（2005～2007年度）」も予定どおり進捗しておりますが、継続して成長を遂げていくた

めにはさらに内部留保を蓄え財務体質を強化していく必要があり、配当金は前期に引き続き１株当たり

３円を予定しております。 

 

４．通期の見通し 

 下半期につきましても、景気の回復にともない、引き続き企業収益や雇用情勢の改善が進み、所得環

境も回復傾向が継続すると予想されることから、個人消費についても増加していくものと思われます。

しかしながら、不安定な世界情勢や世界的な燃油消費量の拡大にともなう原油需給の逼迫等から、原油

価格は下半期以降も高騰が懸念され、今後の原油価格の動向が内外経済に与える影響を引き続き注視す

る必要があります。 

 当期については、大幅な燃油費の増加が発生しているものの、前々期（平成15年度）から先んじて取

り組んできた人件費構造改革・事業構造改革をはじめとした費用削減努力や増収努力の結果、一定の収

支が見込める状況になりました。しかしながら、原油価格は高騰を続けていることから、下半期につい

ても原油価格の動向と当社経営に与える影響を注視しつつ、適宜適切な対応を講じて参ります。 

 このような厳しい経営環境においても、当社では引き続き、コスト競争力強化に向けた諸施策を実行

することによって、安定的な収益基盤を構築して参ります。さらに、「ＡＮＡグループ中期経営戦略

（2005～2007年度）」の各項目を着実に遂行することにより、「グループ経営ビジョン」で掲げる「航

空事業を中核としてアジアを代表する企業グループを目指す」という目標達成に向けて取り組んで参り

ます。また、旅行、ホテル、その他の事業においても懸命な営業努力による増収と、継続的な費用削減

効果により、さらなる収益の向上を目指していきます。 

なお、現時点での業績予想の修正は行いません。期初における業績予想の算出にあたりましては、米

ドル円為替レートを110円、航空燃油費の一指標でありますドバイ原油の市場価格を１バレルあたり39

米ドル、シンガポール・ケロシンを１バレルあたり57米ドルを前提としております。 
 
◎利益計画 

                                                             【単位：億円】 

平成18年３月期(４月28日時点予想) 
区     分 

連      結 個      別 

営 業 利 益      740 620 

経 常 利 益      445 355 

当 期 純 利 益  100 85 

 

◎有利子負債残高 

                                               【単位：億円】 

当中間期（実績） 
区       分 

連    結 個    別 

有 利 子 負 債 残 高 9,062 8,070 

未経過リース料残高 2,442 2,328 

 



　　　　　　　４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等

（１）中間連結貸借対照表

増 減

【資産の部】 百万円 百万円 百万円 百万円

流　動　資　産 469,725 421,170 48,555 460,795
173,239 158,204 15,035 204,363
115,075 113,850 1,225 109,980
15,374 5,730 9,644 15,229
56,965 52,636 4,329 56,475
31,455 25,618 5,837 15,738
77,807 65,341 12,466 59,286

△ 190 △ 209 19 △ 276

固　定　資　産 1,163,660 1,184,838 △ 21,178 1,123,959
( 964,254 ) ( 958,415 ) ( 5,839 ) ( 898,864 )

179,210 180,149 △ 939 179,034
497,070 497,656 △ 586 468,084
128,549 109,662 18,887 111,385
127,630 137,911 △ 10,281 112,813
31,795 33,037 △ 1,242 27,548

( 34,983 ) ( 37,685 ) ( △ 2,702 ) ( 37,359 )

( 164,423 ) ( 188,738 ) ( △ 24,315 ) ( 187,736 )
54,820 68,238 △ 13,418 69,439
48,933 46,869 2,064 41,347
64,947 84,950 △ 20,003 83,808

△ 4,277 △ 11,319 7,042 △ 6,858

繰　延　資　産 590 605 △ 15 701

1,633,975 1,606,613 27,362 1,585,455

投 資 有 価 証 券

平成16年度中間期
平成16年９月30日

平成17年度中間期
平成17年９月30日

平成16年度
平成17年３月31日科 目

現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 入 金
有 価 証 券

そ の 他
貸 倒 引 当 金

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産

航 空 機

（ 無 形 固 定 資 産 ）

（ 有 形 固 定 資 産 ）
建 物 及 び 構 築 物

土 地

繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定
そ の 他
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増 減

【負債の部】 百万円 百万円 百万円 百万円

流　動　負　債 554,059 506,474 47,585 495,344
143,836 142,105 1,731 131,756
16,467 16,045 422 22,117
113,064 139,991 △ 26,927 100,863
85,000 48,418 36,582 89,749
17,636 13,286 4,350 14,431
178,056 146,629 31,427 136,428

固　定　負　債 834,668 875,638 △ 40,970 896,174
220,000 250,000 △ 30,000 309,850
471,696 487,802 △ 16,106 451,493
112,493 107,740 4,753 109,706
30,479 30,096 383 25,125

1,388,727 1,382,112 6,615 1,391,518
【少数株主持分】

8,207 10,217 △ 2,010 9,496
【資本の部】

111,501 107,292 4,208 91,576
77,890 73,676 4,213 57,934
45,698 31,225 14,473 34,144
6,254 4,620 1,634 3,235

△ 795 △ 1,672 877 △ 1,625
△ 3,507 △ 857 △ 2,650 △ 823

237,041 214,284 22,757 184,441
1,633,975 1,606,613 27,362 1,585,455

（注）
平成16年度

１．有形固定資産の減価償却累計額(百万円) 867,937 853,672 871,905

２．債務保証等残高(百万円)
債務保証 183 186 198
債務保証予約 － 1,600 1,747

平成16年度中間期

平成17年度中間期
平成17年９月30日

平成16年度
平成17年３月31日

平成16年度中間期
平成16年９月30日

一年以内に償還する社債

科 目

短 期 借 入 金
一年以内に返済する長期借入金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他
賞 与 引 当 金

支払手形及び営業未払金

社 債
長 期 借 入 金

自 己 株 式

資 本 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金

平成17年度中間期

負 債 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定

負債、少数株主持分及び資本合計

資 本 金

そ の 他
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（２）中間連結損益計算書

増 減

百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ． 690,922 659,480 31,442 1,292,813
Ⅱ． 495,318 474,697 20,621 957,923
Ⅲ． 126,017 125,017 1,000 257,116

69,587 59,766 9,821 77,774
Ⅳ． 8,221 11,270 △ 3,049 32,947
１．受 取 利 息 2,198 2,079 119 4,162
２．受 取 配 当 金 820 1,136 △ 316 1,256
３．為 替 差 益 191 877 △ 686 1,139
４．そ の 他 5,012 7,178 △ 2,166 26,390

Ⅴ． 18,386 17,929 457 45,497
１．支 払 利 息 10,706 10,625 81 21,117
２．持分法による投資損失 1,233 76 1,157 －
３．そ の 他 6,447 7,228 △ 781 24,380

59,422 53,107 6,315 65,224
Ⅵ．特　別　利　益 7,166 650 6,516 2,110
１．固 定 資 産 売 却 益 809 － 809 104
２．投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,711 592 4,119 881
３．そ の 他 1,646 58 1,588 1,125

Ⅶ．特　別　損　失 21,928 1,552 20,376 21,655
１．固 定 資 産 売 却 損 387 531 △ 144 3,026
２．固 定 資 産 除 却 損 2,957 140 2,817 3,385
３．減 損 損 失 17,618 － 17,618 －
４．特 別 退 職 金 63 519 △ 456 1,858
５．投 資 有 価 証 券 評 価 損 751 46 705 485
６．そ の 他 152 316 △ 164 12,901

44,660 52,205 △ 7,545 45,679
32,566 22,860 9,706 34,592

△ 5,642 △ 1,140 △ 4,502 △ 16,960
△ 1,987 596 △ 2,583 1,077
19,723 29,889 △ 10,166 26,970

平成17年度中間期
自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

平成16年度中間期
自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

平成16年度
自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

事　業　費

法人税、住民税及び事業税

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営　業　収　入

税金等調整前中間(当期)純利益

経 常 利 益

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

科 目

営 業 利 益

法 人 税 等 調 整 額
少数株主利益又は損失（△）
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
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（３）中間連結剰余金計算書

【資本剰余金の部】 百万円 百万円 百万円

Ⅰ． 73,676 53,114 53,114
Ⅱ． 4,213 4,819 20,562
１．自己株式処分差益 4 10 37
２． － 4,733 4,733
３． 4,208 75 15,791

Ⅲ．資本剰余金中間期末(期末)残高 77,890 57,934 73,676
【利益剰余金の部】
Ⅰ． 31,225 8,882 8,882
Ⅱ． 19,723 29,889 26,970

１．中間(当期)純利益 19,723 29,889 26,970

Ⅲ． 5,250 4,627 4,627

１．配当金 5,010 4,611 4,611

２． 98 － －

３． － 16 16

４． 142 － －

Ⅳ．利益剰余金中間期末(期末)残高 45,698 34,144 31,225

利益剰余金増加高

持分法適用会社増加による減少高

利益剰余金期首残高

平成16年度中間期
自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

平成16年度
自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

平成17年度中間期
自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

新株予約権の行使による新株の発行

科 目

資本剰余金期首残高

利益剰余金減少高

連結子会社増加による減少高

連結子会社減少による減少高

資本剰余金増加高

転換社債の転換
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円

44,660 52,205 45,679
36,776 31,840 70,446

減損損失 17,618 － －
4,514 2,856 20,534

△ 3,959 △ 485 5,844
△ 1,405 83 4,537

4,708 4,317 2,228
10,706 10,625 21,117

△ 3,018 △ 3,215 △ 5,418
271 △ 505 △ 546
－ △ 1,709 △ 15,969
63 519 1,858

△ 1,181 △ 8,181 △ 11,782
△ 33 △ 1,778 △ 468

1,463 7,837 17,958
13,265 11,561 △ 4,073
124,448 105,970 151,945
3,061 3,265 5,468

△ 10,751 △ 10,624 △ 21,166
△ 30,238 △ 1,516 △ 3,336

－ 1,709 15,969
△ 63 △ 519 △ 1,858

－ △ 1,054 2,048
86,457 97,231 149,070

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
△ 131,078 △ 87,273 △ 199,650
74,971 30,828 39,090

△ 3,557 △ 3,220 △ 10,530
△ 4,865 △ 2,229 △ 4,671
10,637 977 5,093
205 － 269

△ 1,197 △ 300 △ 635
15,892 1,097 2,524

△ 1,159 △ 477 △ 737
△ 40,151 △ 60,597 △ 169,247

退職給付引当金の増減（減少：△）

固定資産売却損益（益：△）及び除却損

受取利息及び受取配当金

法人税等の支払額

特別退職金

機材関連報奨の受取額

平成16年度中間期
自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

平成17年度中間期
自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

税金等調整前中間(当期)純利益

投資有価証券取得による支出

機材関連報奨額

支払利息

減価償却費

有価証券売却損益及び評価損益（益：△）

利息及び配当金の受取額

平成16年度
自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

投資活動によるキャッシュ・フロー

その他債権の増減（増加：△）

貸付金回収による収入

無形固定資産取得による支出

その他

　小　　計

利息の支払額

特別退職金の支払額

投資有価証券売却による収入

貸付による支出

その他
営業活動によるキャッシュ・フロー

売上債権の増減（増加：△）

科 目

為替差損益（益：△）

貸倒引当金の増減（減少：△）

仕入債務の増減（減少：△）
その他

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による収入

有形固定資産取得による支出
有形固定資産売却による収入
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Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円

457 △ 2,971 △ 9,038
41,868 12,903 126,028

△ 86,803 △ 37,978 △ 74,300
14,920 － 19,895
－ △ 20,225 △ 109,975

親会社による配当金の支払額 △ 5,010 △ 4,611 △ 4,611
△ 2,665 △ 84 △ 135

143 △ 123 536
△ 37,090 △ 53,089 △ 51,600

Ⅳ．現金及び現金同等物の換算差額 536 609 420
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 9,752 △ 15,846 △ 71,357
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 163,155 234,524 234,524
Ⅶ． 174 △ 12 △ 12
Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 173,081 218,666 163,155

（注）
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係(百万円)

（平成17年度中間期） 中間期末残高

　　現金及び預金勘定 173,239 172,153
　　有価証券 15,374 928
　　現金及び現金同等物 173,081

（平成16年度中間期） 中間期末残高

　　現金及び預金勘定 204,363 203,439
　　有価証券 15,229 15,227
　　現金及び現金同等物 218,666

（平成16年度） 期末残高

　　現金及び預金勘定 158,204 157,427
　　有価証券 5,730 5,728
　　現金及び現金同等物 163,155

　

左記の内現金及び
現金同等物

財務活動によるキャッシュ・フロー

左記の内現金及び
現金同等物

平成16年度中間期
自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

平成16年度
自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物への影響額

平成17年度中間期
自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

科 目

社債償還による支出

長期借入返済による支出

短期借入金の増減（減少：△）

左記の内現金及び
現金同等物

その他

社債発行による収入

自己株式の売却（又は取得）による収入（又は支出）

長期借入による収入
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１． 連結の範囲に関する事項
① 99 社
② 30 社
③
新規：７社

除外：４社

２． 持分法の適用に関する事項
① 23 社（うち非連結子会社　５社、関連会社　18社）
② 48 社（うち非連結子会社　25社、関連会社　23社）
③
新規：３社
除外：２社

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項

４． 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

-------- 償却原価法（定額法）
--------

(時価のないもの)
-------- 時価法
-------- 時価法
-------- 主として移動平均法による原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

--------

-------- 主として定額法（耐用年数は主として３～50年）
-------- 主として定率法
--------

③ 繰延資産の処理方法
--------

--------

た な 卸 資 産

そ の 他

主として定額法（耐用年数は主として国内線機材17年、国際線
機材20年）

航 空 機

建 物

開 業 費

商法の規定する期間（３年）に毎期均等額以上を償却してい
る。

社 債 発 行 費

商法の規定する期間（５年）に毎期均等額以上を償却してい
る。

主として定額法、なお自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

無 形 固 定 資 産

非 連 結 子 会 社 数

持分法適用の異動状況

主として移動平均法による原価法

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

運用目的の金銭の信託

(時価のあるもの)

有 形 固 定 資 産

デ リ バ テ ィ ブ

連 結 子 会 社 数

連 結 範 囲 の 異 動 状 況

持 分 法 適 用 会 社 数

エアーネクスト㈱、㈱ＨＩＴ、全日空国際旅行社（中国）有限公司、㈱エー・スイー
ツ・ハウス、札幌全日空ホテルレストランサービス㈱、ＡＮＡラーニング㈱、㈱武蔵
の杜カントリークラブ
名古屋空港モーターサービス㈱、㈱エンターテイメントエクスプレス、GRAND AVENUE
HOTEL INVESTMENT,INC.、THE FLT 1&2 INC.

中部スカイサポート㈱、セントレアＧＳＥサービス㈱、中部国際空港給油施設㈱

満期保有目的の債券
そ の 他 有 価 証 券

持 分 法 非 適 用 会 社 数

日本貨物航空㈱、名古屋空港給油施設㈱

連結子会社のうちANA SUB TWO CO.,LTD.は中間決算日が12月２日であるため９月30日現在の仮決算日によ
る中間財務諸表を使用している。
なお、連結子会社のうちANA HOTELS & RESORTS(USA),INC.他７社は中間決算日が６月30日、㈲ジー・ディー・
ピーは７月31日、ANA SUB ONE CO.,LTD.は８月10日であり、同社の中間決算日現在の中間財務諸表を使用
している。

有 価 証 券
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④ 重要な引当金の計上基準
--------

--------

--------

⑤ 重要なリース取引の処理方法

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象
--------

--------

ヘッジ方針

ヘッジ有効性評価の方法

⑦ その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

連結納税制度の適用
当社及び一部の連結・非連結子会社は連結納税制度を適用している。

５． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

ヘ ッ ジ 手 段

相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反
映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定され変動が
回避されるもの

当社及び連結子会社は取引権限及び取引限度額を定めた社内管理規程に基づき、通貨、金利及び商
品（航空燃料）の市場相場変動に対するリスク回避を目的としてデリバティブ取引を利用してお
り、投機目的の取引は行っていない。

繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については振
当処理によっている。さらにヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用し
ている。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

従業員への賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計
上している。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ
対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ
ロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断することとしている。ただし、特例
処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。

ヘ ッ ジ 対 象

デリバティブ取引（主として為替予約取引、金利スワップ取
引、商品スワップ取引及び商品オプション取引）

数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
年度から費用処理している。

なお会計基準変更時差異については、15年による均等額を費用
処理している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間によ
る定額法により費用処理している。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生し
ていると認められる額を計上している。

賞 与 引 当 金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

貸 倒 引 当 金
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
　　

(固定資産の減損に係る会計基準)

　

　当中間期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用している。これにより税金等調整前中間純利
益は17,618百万円減少している。
　なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除
している。
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（６）注記事項

（リース取引関係）

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額
（単位：百万円）

取 得
価 額
相 当額

減価償却
累 計額
相 当額

減損損失
累 計額
相 当額

中間期末
残 高
相 当額

取 得
価 額
相 当額

減価償却
累 計額
相 当額

中間期末
残 高
相 当額

取 得
価 額
相 当額

減価償却
累 計額
相 当額

期 末
残 高
相 当額

323,589 208,050 － 115,539 333,610 193,008 140,602 326,539 195,921 130,618 

14,267 8,733 － 5,534 16,810 10,578 6,232 14,818 8,451 6,367 

337,856 216,783 － 121,073 350,420 203,586 146,834 341,357 204,372 136,985 

② 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額等
（単位：百万円）

30,203 34,216 33,066 

96,644 119,791 110,470 

126,847 154,007 143,536 

－ － －

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失
（単位：百万円）

19,237 19,897 39,444 

－ － －

16,415 16,943 33,616 

1,710 2,053 3,967 

－ － －

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

⑤ 利息相当額の算定方法

２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料
（単位：百万円）

28,940 35,634 28,660 
88,498 54,256 46,095 
117,438 89,890 74,755 

１ 年 内
１ 年 超
合 計

１ 年 内

１ 年 超

合 計

支払リース料

平成17年度中間期
自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

平成17年度中間期
平成17年９月30日

平成16年度中間期
平成16年９月30日

平成16年度
平成17年３月31日

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっている。

平成16年度中間期
自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

平成16年度
自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

減 損 損 失

平成16年度中間期
平成16年９月30日

平成16年度
平成17年３月31日

平成17年度中間期
平成17年９月30日

平成16年度中間期
平成16年９月30日

平成16年度
平成17年３月31日

平成17年度中間期
平成17年９月30日

リース資産減損勘
定の取崩額

減価償却費相当額

支払利息相当額

航 空 機

そ の 他

合 計

リース資産減損勘
定の残高
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（有価証券関係）

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額

時 価 差 額
中間連結
貸借対照
表計上額

時 価 差 額
連 結
貸借対照
表計上額

時 価 差 額

38 38 0 35 35 0 35 35 0 

-       -       -       -       -       -       -       -       -       

38 38 0 35 35 0 35 35 0 

２． その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
連 結
貸借対照
表計上額

差 額

15,196 25,693 10,497 12,708 19,745 7,037 12,153 20,380 8,227 

15 16 1 33 34 1 25 26 1 

300 292 △ 8 277 272 △ 5 317 306 △ 11 

15,511 26,001 10,490 13,018 20,051 7,033 12,495 20,712 8,217 

（注）

３． 時価評価されていない主な有価証券の内容
（単位：百万円）

債 券 14,444 14,157 13,606 

株 式 21,456 18,370 20,132 

債 券 930 16,229 4,000 

そ の 他 － 2,231 1,730 

（デリバティブ取引関係）

債 券

そ の 他

合 計

平成16年度
平成17年9月30日 平成16年9月30日 平成17年3月31日

平成17年度中間期 平成16年度中間期

平成16年9月30日 平成17年3月31日

平成16年度
平成17年9月30日 平成16年9月30日 平成17年3月31日

平成17年度中間期 平成16年度中間期

平成16年度
平成17年9月30日

平成17年度中間期

株 式

債 券

そ の 他

合 計

時価のある有価証券（売買目的以外）の減損については、時価が取得価額に比べて50％以上下落したものは原則として減
損処理を行い、30％以上50％未満の下落率にあるものは、個別に取得価額まで回復する見込みの有無を検討し、回復可能
性の無いものについて減損処理を行うこととしている。

平成16年度中間期

平成17年度中間期において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理に該当するものは無い。なお、平成16年
度中間期においては10百万円の減損処理を行い、平成16年度期末においても同額の減損処理を認識している。

　平成17年度中間期、平成16年度中間期及び平成16年度におけるデリバティブ取引は、すべて金融商品に係る会計基
準におけるヘッジ会計の要件を満たしているため、開示の対象外としている。

満期保有目的の債券

その他有価証券

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

　平成17年度中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日） （単位：百万円）

航空運送事業 旅 行 事 業 ホ テ ル 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　 (1)外部顧客に対する売上高 514,916 94,270 27,711 54,025 690,922 -        690,922

　 (2)セグメント間の内部売上高

      又は振替高

573,369 104,177 32,334 92,890 802,770 (111,848) 690,922

510,712 101,489 31,354 89,899 733,454 (112,119) 621,335

62,657 2,688 980 2,991 69,316 271 69,587 

　平成16年度中間期（平成16年４月１日～平成16年９月30日） （単位：百万円）

航空運送事業 旅 行 事 業 ホ テ ル 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　 (1)外部顧客に対する売上高 491,170 89,243 27,139 51,928 659,480 -        659,480

　 (2)セグメント間の内部売上高

      又は振替高

546,540 99,281 34,455 90,603 770,879 (111,399) 659,480

492,348 96,468 35,138 87,457 711,411 (111,697) 599,714

54,192 2,813 △ 683 3,146 59,468 298 59,766 

　平成16年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） （単位：百万円）

航空運送事業 旅 行 事 業 ホ テ ル 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　 (1)外部顧客に対する売上高 961,969 170,937 55,454 104,453 1,292,813 -        1,292,813

　 (2)セグメント間の内部売上高

      又は振替高

1,066,941 190,294 69,498 183,357 1,510,090 (217,277) 1,292,813

998,900 187,170 69,965 176,375 1,432,410 (217,371) 1,215,039

68,041 3,124 △ 467 6,982 77,680 94 77,774 

　（注） １．事業区分は内部管理上採用している区分によっている。
　　　　 ２．「その他の事業」には、情報通信、商事・物販、不動産・ビル管理及び陸上運送・物流他の事業が含まれる。

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
　　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。

計

営 業 費 用

58,453

55,370

計

売 上 高

営 業 利 益

売 上 高

計

営 業 費 用

    営 業 利 益 又 は 損 失(△）

売 上 高

　　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が、いずれも90％を超えているため、記載を省略している。

営 業 費 用

(217,277) -        78,904 217,277

    営 業 利 益 又 は 損 失(△）

104,972 19,357 14,044

111,848 (111,848)

-        (111,399)

-        

111,39910,038 7,316

38,865

38,675

4,6239,907
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（減 損 損 失）

用 途 場 所 種 類 減 損 損 失
関東圏１件
その他２件

賃貸事業資産 関東圏１件
（ﾏﾝｼｮﾝ・駐車場等） その他４件

関東圏２件
その他５件

    用途別減損損失額の内訳
     ホテル事業資産
     賃貸事業資産  （土地　7,462百万円、建物　321百万円）
　　 遊休資産  （土地　778百万円、無形固定資産他　19百万円）

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額または使用価値によって測定している。正
味売却価額については不動産鑑定評価等により算出し、使用価値による算定の場合は、将来
キャッシュ・フローを3.5～6.5%で割り引いて算出している。

ホテル事業資産

遊　休　資　産

建物及び土地

土　地　等

9,038 

7,783 

797 

（建物　8,232百万円、その他　806百万円）

建物及びその他

　当社及び連結子会社の資産のグルーピングは、ホテル事業資産・賃貸事業資産及び遊休資産
は個別物件単位で、事業用資産については管理会計上の区分を単位としている。ホテル事業資
産については業績の低迷、賃貸事業資産・遊休資産については賃料水準の低下及び地価の下落
等により、当中間期において収益性が著しく低下した資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（17,618百万円）として特別損失に計上した。

平成17年度中間期
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　　　５．販売の状況及び輸送実績

（１）販売の状況
（単位：百万円）

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 金 額 構成比
354,339 44.2% 337,523 43.8% 16,816 658,762 43.6% 

14,500 1.8% 14,385 1.9% 115 29,515 2.0% 

3,938 0.5% 4,022 0.5% △ 84 8,581 0.6% 

173 0.0% 143 0.0% 30 292 0.0% 

372,950 46.5% 356,073 46.2% 16,877 697,150 46.2% 

115,222 14.3% 110,459 14.3% 4,763 210,735 14.0% 

25,611 3.2% 22,671 3.0% 2,940 50,089 3.3% 

1,388 0.2% 1,365 0.2% 23 2,803 0.2% 

239 0.0% 255 0.0% △ 16 528 0.0% 

142,460 17.7% 134,750 17.5% 7,710 264,155 17.5% 

515,410 64.2% 490,823 63.7% 24,587 961,305 63.7% 

57,959 7.2% 55,717 7.2% 2,242 105,636 7.0% 

573,369 71.4% 546,540 70.9% 26,829 1,066,941 70.7% 

71,151 8.9% 64,439 8.4% 6,712 124,650 8.2% 

21,461 2.7% 22,188 2.9% △ 727 41,885 2.8% 

11,565 1.4% 12,654 1.6% △ 1,089 23,759 1.6% 

104,177 13.0% 99,281 12.9% 4,896 190,294 12.6% 

13,133 1.6% 12,531 1.6% 602 23,483 1.6% 

8,235 1.0% 7,816 1.0% 419 17,818 1.2% 

8,025 1.0% 7,696 1.0% 329 15,776 1.0% 

2,941 0.4% 6,412 0.9% △ 3,471 12,421 0.8% 

32,334 4.0% 34,455 4.5% △ 2,121 69,498 4.6% 

63,085 7.9% 62,254 8.1% 831 121,920 8.1% 

12,272 1.5% 11,078 1.4% 1,194 25,043 1.6% 

8,457 1.1% 8,402 1.1% 55 17,391 1.1% 

9,076 1.1% 8,869 1.1% 207 19,003 1.3% 

92,890 11.6% 90,603 11.7% 2,287 183,357 12.1% 

802,770 100.0% 770,879 100.0% 31,891 1,510,090 100.0% 

△ 111,848 - △ 111,399 - △ 449 △ 217,277 -

690,922 - 659,480 - 31,442 1,292,813 -

(注) １．事業区分内の内訳は内部管理上採用している区分によっている。
２．各事業区分の営業収入は事業区分（セグメント）間の売上高を含んでいる。
３．エアーセントラル㈱は平成16年度下期に新規連結されたため、実績は平成16年下期分から反映されている。

小 計

パッケージ商品収入(国内)

パッケージ商品収入(国際)

そ の 他 の 収 入

手 荷 物 収 入

小 計

航 空 事 業 収 入 合 計

そ の 他 の 収 入

情 報 通 信 収 入

事 業 ( セ グ メ ン ト ) 間 取 引

営 業 収 入 ( 連 結 )

小 計

小 計

旅 客 収 入

貨 物 収 入

郵 便 収 入

室 料 収 入

宴 会 収 入

営 業 収 入 合 計

そ
の
他
の
事
業

料 飲 収 入

そ の 他 の 収 入

小 計

不 動 産 ・ ビ ル 管 理 収 入

そ の 他 の 収 入

商 事 ・ 物 販 収 入

手 荷 物 収 入

平成17年度中間期

旅
行
事
業

ホ
テ
ル
事
業

　　　　　　　　　対象期間

　区　　分
旅 客 収 入

貨 物 収 入

郵 便 収 入

至 平成17年９月30日

小 計

平成16年度中間期
自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日

航
空
運
送
事
業

国
内
線

国
際
線

平成16年度
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日
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（２）輸送実績

前年同期比
( ％ )

( 人 ) 103.2 

(千席キロ) 99.9 

(千人キロ) 103.9 

( ％ ) 2.5 

( ト ン ) 101.8 

(千 ﾄ ﾝ ｷ ﾛ ) 101.8 

( ト ン ) 100.4 

(千 ﾄ ﾝ ｷ ﾛ ) 100.3 

( 人 ) 98.8 

(千席キロ) 99.9 

(千人キロ) 95.9 

( ％ ) △ 3.1 

( ト ン ) 100.4 

(千 ﾄ ﾝ ｷ ﾛ ) 101.4 

( ト ン ) 105.0 

(千 ﾄ ﾝ ｷ ﾛ ) 96.9 

( 人 ) 102.8 

(千席キロ) 99.9 

(千人キロ) 101.2 

( ％ ) 0.8 

( ト ン ) 101.3 

(千 ﾄ ﾝ ｷ ﾛ ) 101.5 

( ト ン ) 101.1 

(千 ﾄ ﾝ ｷ ﾛ ) 98.9 

(注) １．国内線にはIBEXエアラインズ㈱および北海道国際航空㈱とのコードシェア便実績を含みます。
２．

３．国内線、国際線ともにチャーター便実績を除いております。
４．国内線深夜貨物定期便実績を含みます。

自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日
至 平成17年９月30日

郵 便 輸 送 量 71,513    

至 平成16年９月30日

郵 便 輸 送 量

旅 客 数

座 席 キ ロ

旅 客 キ ロ

国
内
線

国
際
線

　　　　　　　　　対象期間

　区　　分

利 用 率

貨 物 輸 送 重 量

郵 便 輸 送 重 量

旅 客 数

貨 物 輸 送 量

郵 便 輸 送 量

座 席 キ ロ

旅 客 キ ロ

利 用 率

貨 物 輸 送 重 量

郵 便 輸 送 重 量

貨 物 輸 送 量

旅 客 数

座 席 キ ロ

旅 客 キ ロ

利 用 率

9,663,122    

貨 物 輸 送 重 量

9,262,990    

73.5    

117,984    

43,566,182    

29,211,297    

76.6    

郵 便 輸 送 重 量

23,272,256    

30,919,709    

20,302,517    

65.7    

210,080    

40,723    

1,998,660    

6,745    

12,598,271    

22,558,559    

30,955,028    

19,548,175    

63.2    

206,335    

40,552    

2,023,279    

12,611,154    

117,514    

6,422    

24,581,838    

28,975    

535,941    

平成17年度中間期 平成16年度中間期 平成16年度
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

44,485,771    

60,648,949    

38,454,145    

63.4    

422,397    

87,272    

409,685    

4,116,095    

25,190,294    

19,191,016    

76.2    

203,859    200,347    

101,037    

43,442    43,300    92,621    

234,417    

13,764    

48,601,866    

85,839,244    

1,493,506    

656,815    323,849    

152,154    

543,439    

67.2    67.9    

25,270,916    

43,517,980    

28,071    

29,565,507    57,645,161    

59,532    

1,083,820    

国際線にはユナイテッド航空(成田-ニューヨーク線、関西-ホノルル線)およびエバー航空とのコードシェア便実績を
含みます。

合
計

貨 物 輸 送 量 747,298    736,289    

72,276    

46,974    47,468    

328,064    

67.1    
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平成18年３月期 個別中間財務諸表の概要  平成17年10月31日

上 場 会 社 名 全日本空輸株式会社 上場取引所 東大 

コ ー ド 番 号 9202  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.ana.co.jp）   

代 表 者 役職名 代表取締役社長         氏名 山 元  峯 生  
問 合 せ 先 責 任 者 役職名 総 務 部 長 氏名 久  松    完 TEL（03）6735－1001 

中間決算取締役会開催日 平成17年10月31日  中間配当制度の有無           無 

   単元株制度採用の有無  有（1単元1,000株） 

     
１．17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 
（1）経 営 成 績          （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
17年９月中間期 592,652 （    5.3） 59,487 （   18.1） 51,821 （   16.9） 

16年９月中間期 562,757 （   16.9） 50,381 （  465.4） 44,341 （  349.7） 

1 7 年３月期 1,100,448   64,308  52,417  
 

 中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 
（ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円  銭 

17年９月中間期 27,907 （   21.0）  16   50  

16年９月中間期 23,057 （  208.7）  14  92  

1 7 年３月期  10,401   6  65  
 （注）①期中平均株式数   17 年９月中間期 1,691,133,980 株  16 年９月中間期 1,545,593,627 株 

17 年３月期   1,564,199,177 株 
②会計処理の方法の変更   有 
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率。 

（2）配 当 状 況           

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

 円  銭 円  銭  

17年９月中間期 － － 
 

16年９月中間期 － － 

 

 

1 7 年３月期 － 3  00   
（3）財 政 状 態            

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17年９月中間期 1,434,701 231,210 16.1 136    75  

16年９月中間期 1,321,269 180,941 13.7 115    24 
   

 

1 7 年３月期 1,348,849 201,118 14.9 120  31 
 （注）①期末発行済株式数 

17 年９月中間期 1,690,795,727 株 16 年９月中間期 1,570,100,191 株 17 年３月期 1,671,721,889 株 
②期末自己株式数   
17 年９月中間期      9,163,530 株  16 年９月中間期      1,310,729 株  17 年３月期      1,082,538 株 

２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 1,139,000 35,500 8,500 3  00 3  00 
 （参考） １株当たり予想当期純利益（通期）5円 03 銭 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る
本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果
となる可能性があります。 
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　　　　　　　１．個 別 中 間 財 務 諸 表 等

（１）中間貸借対照表

増 減

【資産の部】 百万円 百万円 百万円 百万円

流　動　資　産 398,493 337,186 61,306 371,931
133,675 111,058 22,617 153,602
101,757 97,869 3,887 95,129

－ 3,999 △ 3,999 12,999
47,159 44,840 2,319 48,012
26,342 20,652 5,690 11,012
89,617 58,776 30,840 51,186

△ 59 △ 10 △ 48 △ 10

固　定　資　産 1,036,038 1,011,501 24,537 949,157
( 784,568 ) ( 802,990 ) ( △ 18,421 ) ( 742,534 )

86,504 91,580 △ 5,075 89,814
495,632 496,134 △ 502 465,085
50,827 54,147 △ 3,320 55,677
127,476 136,085 △ 8,609 111,948
24,128 25,042 △ 913 20,008

( 27,628 ) ( 30,191 ) ( △ 2,563 ) ( 29,659 )

( 223,841 ) ( 178,319 ) ( 45,521 ) ( 176,964 )
43,790 37,341 6,448 34,972
48,426 50,580 △ 2,153 55,352
34,478 32,663 1,814 26,963
111,993 72,935 39,058 70,373

△ 14,848 △ 15,202 353 △ 10,697

繰　延　資　産 169 161 8 179
169 161 8 179

1,434,701 1,348,849 85,852 1,321,269

社 債 発 行 費

繰 延 税 金 資 産
そ の 他

（ 無 形 固 定 資 産 ）

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

資 産 合 計

科 目

現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 入 金
有 価 証 券
貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（ 有 形 固 定 資 産 ）

航 空 機
土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

平成17年度中間期
平成17年９月30日

平成16年度
平成17年３月31日

平成16年度中間期
平成16年９月30日
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増 減

【負債の部】 百万円 百万円 百万円 百万円

流　動　負　債 448,575 365,928 82,646 377,632
122,147 109,626 12,521 99,948
70,184 71,376 △ 1,192 59,619
85,000 48,418 36,582 89,749
33,377 31,344 2,033 19,956
9,673 6,254 3,419 6,741

128,193 98,909 29,283 101,617
  

固　定　負　債 754,915 781,802 △ 26,886 762,695
220,000 250,000 △ 30,000 270,000

－ － － 39,850
431,887 426,696 5,191 354,220
85,580 82,267 3,312 85,150
1,388 3,157 △ 1,768 448
16,059 19,681 △ 3,622 13,026

 
1,203,491 1,147,731 55,759 1,140,327

【資本の部】  
111,501 107,292 4,208 91,576
77,877 73,663 4,213 57,938
46,894 42,685 4,208 26,969
30,982 30,978 4 30,968

資本金及び資本準備金減少差益 30,958 30,958 － 30,958
自 己 株 式 処 分 差 益 24 20 4 10

38,946 16,054 22,891 28,710
37,235 16,054 21,181 28,710
5,879 4,452 1,427 3,091

△ 2,993 △ 344 △ 2,649 △ 374
  

231,210 201,118 30,092 180,941
1,434,701 1,348,849 85,852 1,321,269

（注）
平成16年度

１．有形固定資産の減価償却累計額(百万円) 773,514 770,445 787,643

２．債務保証等残高(百万円)
債務保証 181 5,373 5,770
債務保証予約 19,890 40,599 44,323

新 株 予 約 権 付 社 債

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

営 業 未 払 金
一年以内に返済する長期借入金

そ の 他

一年以内に償還する社債
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金

自 己 株 式

そ の 他

資 本 金

社 債

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

関 連 事 業 損 失 引 当 金

科 目

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

平成17年度中間期 平成16年度中間期

平成17年度中間期
平成17年９月30日

平成16年度
平成17年３月31日

平成16年度中間期
平成16年９月30日

その他有価証券評価差額金
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（２）中間損益計算書

増 減

百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ． 592,652 562,757 29,894 1,100,448
Ⅱ． 447,499 423,883 23,616 858,710
Ⅲ． 85,665 88,492 △ 2,827 177,429

59,487 50,381 9,105 64,308
Ⅳ． 7,291 8,887 △ 1,595 28,513
１． 受 取 利 息 429 458 △ 29 874
２． そ の 他 6,862 8,429 △ 1,566 27,639

Ⅴ． 14,957 14,927 29 40,404
１． 支 払 利 息 7,970 7,746 224 15,416
２． そ の 他 6,987 7,181 △ 194 24,988

51,821 44,341 7,479 52,417
Ⅵ. 4,628 645 3,983 1,524
１． 関 係 会 社 株 式 売 却 益 3,095 － 3,095 －
２． 投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 591 △ 590 865
３． そ の 他 1,532 53 1,478 658

Ⅶ． 7,950 3,145 4,804 29,664
１． 固 定 資 産 売 却 損 1,316 － 1,316 2,303
２． 固 定 資 産 除 却 損 2,573 － 2,573 2,539
３． 減 損 損 失 1,094 － 1,094 －
４． 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,019 2,924 △ 1,904 7,379
５． 特 別 退 職 金 58 128 △ 70 1,058
６． そ の 他 1,886 92 1,794 16,383

48,499 41,841 6,658 24,277
28,876 19,820 9,056 30,680

△ 8,283 △ 1,036 △ 7,247 △ 16,803
27,907 23,057 4,849 10,401
9,328 5,652 3,675 5,652
37,235 28,710 8,525 16,054

平成16年度
自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

科 目

法 人 税 等 調 整 額

事　業　費
営　業　収　入

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

特　別　利　益

平成17年度中間期
自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

平成16年度中間期
自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益
前 期 繰 越 利 益

特　別　損　失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
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（３）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 有価証券の評価基準及び評価方法
-------- 償却原価法（定額法）

-------- 移動平均法による原価法

--------

② デリバティブ等の評価基準及び評価方法
-------- 時価法
-------- 時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

-------- 移動平均法による原価法

-------- 先入先出法による原価法

④ 固定資産の減価償却の方法

--------

--------
--------

--------

⑤ 繰延資産の処理方法
--------

⑥ 引当金の計上基準
--------

--------

--------

--------

⑦ リース取引の処理方法

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生し
ていると認められる額を計上している。

関 連 事 業 損 失 引 当 金

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

子会社等の関連事業に係る投資先の財政状態の悪化に伴う損失
に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を関連事
業損失引当金として計上している。

なお会計基準変更時差異については、15年による均等額を費用
処理している。
数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
年度から費用処理している。

従業員賞与の支給にあてるため、支給見込額基準により計上し
ている。

建 物

無 形 固 定 資 産 定額法、なお自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法

そ の 他
定額法（耐用年数は３～50年）
定率法

貸 倒 引 当 金

商法の規定する期間（３年）に毎期均等額以上を償却してい
る。

社 債 発 行 費

満 期 保 有 目 的 の 債 券
子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

そ の 他 有 価 証 券

デ リ バ テ ィ ブ

(時価のないもの)

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

航 空 機 主として定額法（耐用年数は主として国内線機材17年、国際線
機材20年）

(時価のあるもの)

運 用 目 的 の 金 銭 の 信 託

飛 行 機 貯 蔵 部 品
･ 整 備 用 消 耗 品

そ の 他

有 形 固 定 資 産
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⑧ ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象
--------

--------

ヘッジ方針

ヘッジ有効性評価の方法

⑨ 収益の計上基準

⑩ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

連結納税制度の適用
連結納税制度を適用している。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

　

ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対
象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変
動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断することとしている。ただし、特例処理に
よっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　当中間期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用している。これにより税引前中間純利
益は1,094百万円減少している。
　なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除
している。

当社の内部規定である「ヘッジ取引に係わるリスク管理規程」及び「ヘッジ取引に係わるリスク管理
取扱要領」に基づき、通貨、金利及び商品（航空燃料）の市場相場変動に対するリスク回避を目的と
してデリバティブ取引を利用しており、投機目的の取引は行っていない。

営業収入のうち国内線定期旅客収入及び国際線定期旅客収入の計上は、原則として搭乗基準によってい
る。

ヘ ッ ジ 対 象 相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反
映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定され変動が
回避されるもの

ヘ ッ ジ 手 段 デリバティブ取引（主として為替予約取引、金利スワップ取
引、商品スワップ取引及び商品オプション取引）

繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については振当
処理によっている。さらにヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用してい
る。
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